（様式２）
　年　　月　　日

片山津ＩＣ (インター)産業団地（第1工区）における事業計画書


１　企業の概要
	企業名
	
	主要取引先
	

	本社所在地
	
	主要取引金融期間
	

	資本金
	万円
	従業員数
	　　　　　　

	主な製品等
	

	業種
	[bookmark: _GoBack]　　　　　　　    （産業分類番号）




２　既存事業所等の概要
	名称
	所在地
	操業年月
	従業者数
	生産品目等
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　　※項目数が足りない場合は追加又は別紙で記入してください。


３　財務状況（過去３か年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　年度
区分
	　　　　年度
	　　　　年度
	　　　　年度
	備　 考

	売 上 高
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	





４　工場等の建設計画（分譲申込地での工場等の事業内容を記載してください）

（１）工場等内容　 製造工場　  　 植物工場　    　事務所　　　　本社　
物流 　　倉庫   　その他（　　 　　　　　　　　　　　　　） 
（２）着工時期　　　　　年　　月

（３）竣工時期　　　　　年　　月　　

（４）操業時期　　　　　年　　月　　

（５）建築面積　　　　　　　　㎡

（６）事業収支（計画）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）
	年度
収支
	１年目　
	２年目　
	３年目　
	４年目　
	５年目　
	合計

	売上高
	
	
	
	
	
	



（７）事業の内容
①事業所等の生産等工程フロー図及び業務の説明
成長産分野に係る事業を行う場合はその内容を記入ください。
枠内で収まらない場合は別紙等を作成ください。





※成長産業分野とは、今後の成長が見込まれ、本市の産業振興に資する分野であって、情報通信、健康・医療・福祉・介護、環境・エネルギー、航空・宇宙及び自動車に関連する産業のうち、製造、製品開発又は研究開発を行う事業並びにこれらに付随する事業

②生産計画　５年計画（製造業等の場合）　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）
	　　　年度別
生産品目
	生　産　額
	備　考

	
	１年目　
	２年目　
	３年目　
	４年目　
	５年目　
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


（８）雇用者数
	
	事業所の
従業員数…①
	①うち新規雇用者
…②
	①うち配置転換等
…③
	合計②＋③＝①

	申請時※
	　　　　　　　人
内正規雇用　　人
	
	
	

	操業時
	　　　　　　　人
内正規雇用    人
	人
内正規雇用     人
	　　　         人
内正規雇用     人
	　　　         人
内正規雇用     人

	５年後
	人
内正規雇用     人
	人
内正規雇用     人
	　　　         人
内正規雇用     人
	　　　         人
内正規雇用     人


※申請時欄は、移転拡張の場合のみで移転前の従業員数を記入ください。
※５年後とは、操業から５年を経過した時点について記載ください。

（９）投資資金計画（操業時）
　　　　　　　　                                 　   （単位　百万円)
	資金調達
	金　額
	資金使途
	金　額
	備考

	借入金
	
	用地取得費
	
	

	自己資金
	
	建物建設費
	
	

	その他
	
	機械設備費
	
	

	
	
	その他
	
	

	合　計
	
	合　計
	
	













５　地域への貢献度及び波及効果
（１）市内企業との取引の拡大








　（２）関連企業の集積の見込み（複数社が連携して各募集区画を申込む場合もその旨を記載）








　（３）地域貢献の活動の期待（地元行事の参加や雇用）





６　周辺環境等への配慮
（１）環境に影響を及ぼす恐れがあるもの
	項　目
	施設名
	処理方法

	大　　気
	

	


	排　　水
	

	

	騒　　音
	

	


	振　　動
	

	


	悪　　臭
	

	


	そ の 他
	

	




（２）景観への配慮や環境保全への取組み（自然公園内）








７　その他
　（１）地域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画
　　　　地域経済牽引事業計画の承認を受ける予定が
ある　　・　　　ない


※地域未来投資促進法とは、地域の特性を活かして高い付加価値を創出し、地域の事業者に対する経済的波及効果を及ぼすような「地域経済を牽引する事業」を実施する民間事業者等を国と県及び市町が一体となって支援するものです。
民間事業者等は基本計画に基づき、「地域経済牽引事業計画」を策定し、県知事がこれを承認することで各種支援措置を受けることができます。
 詳細は募集要領６（１）の末尾をご確認ください。
（２）電力・上水等に関する計画
	品 目
	使　用　量
	備　考

	上水道　ｔ/日
	
	

	電　力 KWH/月
	
	

	その他
	
	


　　

８　その他、新たな事業所等で行う事業等に関し、特筆すべき事項があれば記入してください。
※枠内で収まらない場合は別紙



























９　添付書類
　(1) 企業概要を記したもの
（企業の沿革、従業員数、取引先がわかるもの、会社パンフレット等）
(2) 法人の登記事項証明書
(3) 定款又は規約
　(4) 最近３年間の決算報告書
　(5) 最近1ヵ年の法人税の納税証明書　　　　　　　　　　　
　(6) その他加賀市が指定する書類



















	所属部課名
	

	職・氏名
	

	電　話
	

	Ｅ-mail
	


　　　　　　　　　　　　　　　　問い合せ先
